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演者名:児玉省二

子宮平成６年度 子宮がん検診セミナー
「頸がん検診のHPV検診単独法導入に向けて」

COI開示

今回の演題発表に関連し、開示すべきCOIはありません



本日の講演目的

今後、我が国の子宮頸がん検診は

HPV単独法の導入が予定され、関係

する皆さんに概略を説明し準備をお

願いすることです



本日の講演内容

1.HPV感染と子宮頸がん

2.新たな子宮頸がん検診

3.厚労省のガイドライン

4.新潟県のガイドライン



本日の講演内容

1.HPV感染と子宮頸がん

2.新たな子宮頸がん検診

3.厚労省のガイドライン

4.新潟県のガイドライン



子宮頸がんは、子宮の入り口にあたる「子宮頸部」で発生するが
んです。

子宮頸がんの95％以上は、HPVが子宮頸部に2年以上持続して
感染していた人から発生80～90％の人がHPVに感染するといわ
れています。

HPV感染と子宮頸がん
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年齢とＨＰＶ感染、病変の発生

Garland S, Cuzick J, Konno R, et al. Vaccine 26. Suppl 12, 2008
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資料:青木大輔氏



1.子宮頸がんの95％以上は、HPVが子宮頸部に2年以上持続した感染
2.HPVは性交渉によって感染するウイルス
3.HPVに感染した人が必ず子宮頸がんになるわけではない
4.HPV感染からどの程度子宮頸がんに進行するのか
1)性交渉をしたことがあると80～90％の人がHPVに感染

女性が10,000人→ 8,000人程度がHPVに感染
約80～90％の方は2年以内にウイルスが排除

(7,500人程度）
2年を越えて持続感染=500人程度

2)さらに数年から数十年の時間をかけて、がんになる前の状態
CIN1:80人程度
CIN2:10人程度
CIN3:2人程度
子宮頸がん :1人が発生

HPVに感染しても、全員が子宮頸がんへ進行するわけではない

HPV感染と子宮頸がんへの進行は



現在の状況

1.子宮頸部細胞診の限界

扁平上皮癌は２年、腺癌は１年しか担保されない
1.Makino H, Sato S, Yajima A, et al :Evaluation of the effectiveness of cervical cancer screening: A

case-control study in Miyagi,Japan.Tohoku J Exp Med. 175:171-178,1995.

2.HPVは子宮頸部腺癌でも多くは局在し関与
児玉省二: 51回日本臨床細胞学会会長講演 子宮頸がん検診の確かさを求めて.児玉省二退職記念

誌83-89,2014年3月.17例中12例に組織内局在

2021年海外の論文:腺癌64例では細胞診陽性66%、HPV陽性94%

3.HPV単独検診は、見落としを減少させる効果が
 期待できる



HPV検査単独
(液状検体法)

◼HPV検査

採取器具：サーベックスブラシ

固定液  ：液状検体(シンレイヤー法)

採取細胞にHPVの有無を検索

◼トリアージ検査：細胞診

対象：HPV検査陽性例



確定診断 コルポ診(拡大鏡検査)

1.確定診断

コルポは必須な検査

  生検組織診断

2.対象

HPV検査陽性者

細胞診の異常

  ASC-US,ASC-H

LSIL,HSIL,SCC

AGC,AIS,AD



18歳上皮内癌

56歳,進行がん

正常子宮頸部

26歳,浸潤がん



本日の講演内容

1.HPV感染と子宮頸がん検診

2.新たな子宮頸がん検診

3.厚労省のガイドライン

4.新潟県のガイドライン



2.新たな子宮頸がん検診

2019年に公表された「有効性評価に基づく子宮

頸がん検診ガイドライン2019年度版」HPV検査単

独法、細胞診・HPV検査併用法の有効性につい

て、浸潤がん罹患率減少効果の科学的根拠が確

立している細胞診単独法と比較することによって

検討された





子宮頸部上皮内腫瘍3(CIN3)以上に対
する検査の精度(総合感度、総合特異度)

〇

〇

〇

感  度:病気の人を検出する能力
特異度:病気でない人を検出する能力



〇

×



本日の講演内容
1.HPV感染と子宮頸がん検診

2.新たな子宮頸がん検診

3.厚労省のガイドライン
 1).第41回がん検診のあり方に関する検討会 参考資料４

  2).がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

   子宮頸がん検診におけるHPV検査単独法に関するＱ＆Ａについて

3).ＨＰＶ検査単独法導入に向けた精度管理⽀援事業（説明会)

令和６年 9月24日 東京会場

4.新潟県のガイドライン



検診マニュアル



有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン更新版

検診方法       

  項目                細胞診単独    HPV単独

年齢 20歳～29歳    30歳～60歳

 61歳～69歳

検診間隔  2年毎    5年毎(節目年齢)

30,３５,４０,４５,５０,５５,６０歳

(2020年7月29日国立研究開発法人国立がん研究センター)

HPV検査を用いた検診は、実現可能性のあるアルゴリズ

ムの構築と検診の精度管理を含めて、適切な検診の運
用ができる場合にのみ実施すべきである。



HPV単独検診の検査と実施枠組み

検査の種類 検査手法 実施時期 公的医療保険

検診 HPV検査  ５年ごと 無し(検診事業)

(液状化検体) 検診時期

トリアージ 細胞診  HPV陽性例 無し

生検  (液状化検査  サンプル使用

残余検体)

確定精検  コルポ診 トリアージ生検 保険

組織診 後直ちに

追跡精検  HPV検査 検診/追跡精検 無

 (液状検体) の１年後











図6











【令和6年度厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）HPV検査単
独法による子宮頸がん検診に関する普及啓発に係る医療機関向けツールの開発の

ための研究】公表資材のまとめ（研究代表者・分担者更新用）

３．がん受診者向けリーフレット（がん検診をこれから受ける方、受けた方へ

https://ganjoho.jp/public/qa_links/brochure/leaflet/screening.html

４．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット（通称 緑リーフレット）

https://ganjoho.jp/public/qa_links/brochure/leaflet/pdf/scr_cervix_uteri_hpv.pdf

５．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット(サンプル ダウンロード可能 自治体使
用目的

https://canscreen.ncc.go.jp/for_pic/primary_hpv_screening/HPVleaflet_for_all_sample

.jpg

５．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット（陽性者向け）

https://canscreen.ncc.go.jp/for_pic/primary_hpv_screening/HPVleaflet_for_positive_

sample.jpg

７．各がん検診の結果を通知／精密検査の結果を把握するための様式（子宮頸がん検診【HPV検査
単独法】

https://canscreen.ncc.go.jp/management/taisaku/samazama.html

８．検診のQ＆A

https://canscreen.ncc.go.jp/qanda/iryou.html#kg_06

https://canscreen.ncc.go.jp/for_pic/primary_hpv_screening/HPVleaflet_for_all_sample
https://canscreen.ncc.go.jp/for_pic/primary_hpv_screening/HPVleaflet_for_positive_


【令和6年度厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業）HPV検査単独法による子宮頸が
ん検診に関する普及啓発に係る医療機関向けツールの開発のための研究】
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４．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット
（通称 緑リーフレット）





．５．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット
サンプル ダウンロード可能 自治体使用目的



６．HPV検査単独法による子宮頸がん検診リーフレット
（陽性者向け）



Ｑ1.HPV検査単独法を実施している自治体における検診実施につ

いては、20～29歳(隔年で細胞診)、30～60歳(5年刻みでHPV検査

単独法)、61歳以降(隔年で細胞診)とする、ということでよいか。

Ａ.子宮頸がん検診の受診を特に推奨する者について、子宮頸部

の細胞診は20歳以上69歳以下の女性としております。HPV検査

単独法は30～60歳であるため、20歳代及び61歳以降の子宮頸

がん検診の実施においては、ご認識の通り、隔年の子宮頸部の

細胞診を実施していただくことを推奨しています。



Ｑ2追跡検査の対象者が、追跡検査未受診のまま節目年齢に
到達した場合、追跡検査と節目年齢の検診のどちらを優先する
のか。また、翌年以降も市町村が受診勧奨する必要はあるか。

Ａ.節目年齢の検診よりも追跡検査を優先してください。HPV検査

で陽性となった追跡検査対象者においては、HPV検査陰性を確

認することが重要です。追跡検査の受診勧奨は、HPV検査陰性

を確認できるまで行うことを推奨します。

Ａ.追跡検査は検診事業の枠組みで実施していただく必要があり、

未受診の場合は、その後の追跡検査受診が確認できるまで、毎

年追跡検査の受診勧奨をお願いします。



Ｑ4.節目年齢ではない時期に受診した場合、次回の節目年齢で
は前回検査から5年経過していなくても次回節目年齢での受診
勧奨をしてよいか。

Ａ.指針では「節目年齢の者に対し行うことを推奨する」としており、
ご質問の「次の節目では前回検査から5年経過していないが節目
での受診を勧める」ことについては問題ありません。

Ｑ5.節目年齢以外の方が希望した場合に、個人で受検を選択し
てもよいか。

Ａ.指針では「節目年齢の者に対し行うことを推奨する」としており、

ご質問にある個人の選択による方法は推奨しておりません。



Ｑ6受診勧奨時期について、個々の受診歴に応じた実施か、節目
年齢での実施かどちらを選択すべきか。

Ａ.指針においては、市町村による運用上の負担も考慮し、節目年

齢の者に行うことを推奨しています。

ただし、個別の対象者の検診受診歴を把握の上、受診勧奨等を含

め適切に運用できる場合、個々の受診歴に応じて実施することは

差し支えありません。

いずれにせよ、精度管理を適切に実施していただく必要がありま

す。



Ｑ7.転入前の市町村やこれまで職場で細胞診による子宮頸がん検

診を受けていた者については、一律未受診者として節目検診以外

でも対象者として個別案内を送付してよいか。

Ａ.転入前に細胞診による子宮頸がん検診を受けていた者につ

いて、未受診者として扱って差し支えありません。

なお、個別の対象者の検診受診歴を考慮の上、受診勧奨等を

含め適切に運用できる場合は、節目年齢か否かにかかわらず

実施することは差し支えありません。



Ｑ8.転出入等があった場合、どのように次回の勧奨の判断を

行えば良いか。また、精密検査対象者や追跡検査対象者の

扱いはどのようになるか。

Ａ.転入前の市町村に検診結果を照会することを推奨しますが、

転入前の市町村におけるがん検診受診の有無、要精密検査や

追跡検査対象か否か等の把握が困難な場合は、未受診者とし

て扱って差し支えありません。



Ｑ9.節目年齢で受診できなかった対象者が、次年度(節目年齢

ではない年度)においても受診できる体制整備は必須か。

Ａ.その年度に受診できなかった節目年齢対象者(未受診者)に対

しては、節目年齢以外の年齢であっても受診勧奨することを推奨

しており、これは他のがん検診の未受診者に対する対応と同様

です。



Ｑ10.追跡検査対象への個別勧奨方法として、追跡検査の通知は

独立した通知を送付すべきか。他の対策型がん検診の案内とま

とめて送付することは可能か。

Ａ追跡検査対象者はハイリスク者であることから、指針において、

追跡検査の重要性を明示したうえで個別勧奨を実施することを推

奨しています。

なお、発送の費用抑制のために、他の対策型がん検診の案内と

まとめて送付することは可能です。



Ｑ11.HPV検査単独法の導入の要件として、「HPV検査単独法の導
入時に必要な者が導入に向けた研修等を受講」とあるが、全ての
子宮頸がん検診実施機関が受講する必要があるか。また、説明会
参加者が異動した場合に再受講する必要はあるか。

Ａ1.HPV検査単独法による子宮頸がん検診の導入の要件における

、「研修等の受講が必要な者」は、市町村のがん検診担当者を想

定しております。子宮頸がん検診実施機関が必ずしも受講する必

要はありませんが、令和6年度HPV検査単独法導入に向けた精度

管理支援事業においては、都道府県、市町村、検診実施機関を参

加可能としていますので、当該事業を関係機関にも周知いただく等

、適宜ご活用ください。全検診実施機関が受講する必要はありま

せんが、関係者の理解と協力が得られるよう、市町村の担当者か

ら説明いただくことは必要です。



Ｑ11.HPV検査単独法の導入の要件として、「HPV検査単独法の
導入時に必要な者が導入に向けた研修等を受講」とあるが、全
ての子宮頸がん検診実施機関が受講する必要があるか。また、
説明会参加者が異動した場合に再受講する必要はあるか。

Ａ2. また、市町村として研修を1度でも受講していれば再受講の必

要はありませんが、担当者の変更があった場合、研修を受講いた

だくことが望ましいと考えています。



Ｑ16.確定精検後に検診に戻す条件」について、自己申告以外
に検診対象者に戻ることを把握する方法はあるか。

Ａ.精密検査結果報告書の次回の指示(次回検診に戻す・要経

過観察・要治療等)から判断することや、この報告書に沿って市

町村が担当医に問い合わせる等が可能な場合もあります。

経過が不明になった方には当該年度の検診受診勧奨を行い受

診の時の問診等により、症例ごとにHPV検査を受けるか、検診

を実施せずに病院受診のルートを確保するかを判断することに

なると考えます。

確定精検後の取扱いについては、マニュアル15ページ(四角枠

内)、マニュアル45ページQ&A6も参照してください。



Q6. 子宮頸部の疾患で、子宮頸部円錐切除などで治療が完了し、
子宮頸部を有する患者は検診対象としてよいでしょうか。

A6.P16参照

確定精検以降の、検診に戻す基準は各種診療ガイドライン等
には記載されていません。実施主体において受診勧奨の際
に子宮頸がん検診の対象外かどうかの判断が困難である場
合でも、問診等で対象外の者を検診から除外することを実施
していただけますようお願いします。

 対策型検診におけるHPV検査単独法による子宮頸がん検診マニュアル
 第41回がん検診のあり方に関する検討会 



図1-2. HPV検査単独法による確定精検（コルポスコピー・組織診）の後のアルゴリズム

確定精検後の実施主体による検診の受診勧奨対象とタイミング

実施主体は、精密検査結果として「子宮頸部浸潤がん」と診断されたことを
把握した場合は、今後その者を子宮頸がん検診の受診勧奨の対象から除
外するべきである。しかし、確定精検（コルポスコピー・組織診）後に治療や
経過観察となった場合、対象者のその後の経過を把握することは困難であ
る。したがって、対象者の経過が不明の場合は、確定精検後5年後に検診
受診勧奨*を行うことが現実的な対応となる。なお、受診者自身の申し出を
含め、子宮全摘などの理由で検診対象外であると判明した場合は、以後の
検診受診勧奨を行う必要はない。

• *年齢5歳刻みでの節目検診とする実施主体においては次回の節目の年
齢での受診勧奨 

検診後の4年以内の子宮摘出手術(子宮筋腫、子宮体癌、卵巣がんなど)の
把握は困難であり、検診対象からの除外は自己申告以外はできない



Ｑ12指針における「受診者の情報と検診結果を保存するデータベ
ース」について形式の参考はあるか。

Ａ.健康管理システムを導入されている市町村においては、厚生労
働省ホームページ(地方公共団体情報システムの統一・標準化の
推進:https://www.mhlw.go.jp/stf/kenkou_std.html)をご参照くださ
い。



Ｑ21HPV検査単独法について、普及啓発に関する方策はあるか。

Ａ.住民や対象者への普及啓発については、国立がん研究センター
等にご協力いただき、普及啓発資材を作成しました。国立がん研究
センターホームページ

(https://canscreen.ncc.go.jp/for_pic/leaflet_detail/primary_hpv_scre
ening. tml)にて、ダウンロード可能なリーフレツト(利用申請が必要)
を公開しております。

また、指針において参考とすることを推奨している「事業評価のため
のチエツクリスト」の項目の中で、検診実施機関から対象者への説
明にかかる補助資料としてご活用いただける三つ折り型のリーフレ
ットも、国立がん研究センターホームページ
(https://ganjoho.jp/public/pre_scr/screening/about_scrO1.html)に
公開しております。

•



Q26.健康管理システム標準仕様書では、HPV検査単独法検査対
象の市民の受診状況及び結果情報を把握・保存するシステムが
組まれ、節目年齢に勧奨できるのか。また、市町村間においてマ
イナンバー連携を活用した情報連携等も想定しているか。

A.健康管理システム標準仕様書(健康管理)第2.0版(令和6年3月)
については、厚生労働省のホームページ
(https://www.mhlw.go.jp/stf/kenkou_std.html)に掲載しております
(別紙2-1)。機能・帳票要件のうち、機能IDO190563をご確認のう
え、ご対応ください。

A.市町村間の情報共有については、マイナンバーを活用した情報
連携が可能です。HPV検査に関する健康管理システムでの管理
については、既に標準仕様書(健康管理)第2.0版(令和6年3月)で
対応しているところです。



Q.27データベースの仕様(書)について、HPV検査単独法を実施す
る検診機関や各市町村への配布予定はあるのか

A.HPV検査に関する健康管理システムでの管理については、
既に標準仕様書(健康管理)第2.0版(令和6年3月)で対応してい
るところです。厚生労働省のホームページ
(https://www.mhlw.go.jp/stf/kenkou_std.htm)に掲載しておりま
すのでご確認下さい。

Ａまた、医療機関向けには自治体に提出する自治体検診標準
様式の提出用ファイルを作成できるフリーソフトを配布しており
ますので、各市町村の判断により適宜ご活用ください。



Ｑ33いずれ全ての市町村がHPV検査単独法による子宮頸がん検
診を行うと考えた方がよいのか。その場合、いつ頃までの導入を
想定しているか。

Ａ.まずはHPV検査単独法を導入する市町村において、精度管理が

適切に行われるかを評価することが重要と考えています。

○全国的に精度管理が適切に行われる体制が整備されれば、中

長期的にはHPV検査単独法に全面的に切り替えることも考えられ

ますが、いずれにせよ、今後の精度管理向上に向けた取組と、導

入後の評価を踏まえて判断していくものと考えていｊす。



市町村の受診勧奨方法

HPV検査単独法における子宮頸がん検診の受診間隔は5年

1.対象者:過去の検診受診歴に基づく5年に1回の受診勧奨

課題

検診間隔が5年での受診勧奨は困難である

2.節目健診

検診実施年度に30歳からの5年刻みの年齢「節目年齢」

者にのみ受診勧奨を行う

3.節目年齢の受診できなかった者はいつでも受診機会を提供

し、受診可能とする勧奨方法も推奨する。 



追跡精検実施体制の整備

1. HPV検査陽性者、トリアージ精検（細胞診）が陰性(NILM）

 追跡精検

1年後にHPV検査、陰性となるまで毎年継続を提供する

必要

2. HPV検査は検診対象者(節目健診)

実施主体においては、

  この混在するHPV検査を区別して集計等が実施できる体

制を整備する必要がある。



子宮頸がん検診の効果を担保するため、HPV検査単独法を実施する
場合には、市町村は以下の要件をすべた満たす必要がある。

＜要件＞

・この指針に沿って実施するとともに、HPV検査単独法マニュアルを活
用すること

・HPV検査単独法の導入時に必要な者が導入に向けた研修等を受講し
ていること

・受診者の情報と検診結果を保存するデータベースを有し、個別の対象
者の検診受診状況を長期に追跡することが可能であること。

・HPV検診単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法の導入に
 ついて、都道府県、地域医師会及び検診実施機関等関係者の理解と
協力が得られていること

・HPV検査単独法を導入するに当たっては、新しい検診方法について、
 住民や対象者への普及啓発を行うこと

令和６年２月１４日改正 P11から転記





本日の講演内容

1.HPV感染と子宮頸がん検診

2.新たな子宮頸がん検診

3.厚労省のガイドライン

4.新潟県のガイドライン



新潟県のガイドライン

1.令和６年度第１回新潟県生活習慣病検診等管理指導協議会

令和６年７月25日（木）ZOOMオンライン開催

2.ＨＰＶ検査単独法導入に向けた精度管理⽀援事業（説明会）

令和６年9月24日東京(hpv2024_qa. hpv2024_data1, hpv2024_data2)

3.新潟県生活習慣病検診等管理指導協議会子宮がん検診部会

HPV 検査単独法導入準備WG の開催

令和６年10月7日（月）ZOOMオンライン開催

4.新潟県生活習慣病検診等管理指導協議会子宮がん検診部会

 HPV検査単独法導入準備WG の開催

 令和７年１月20 日（月）Zoom によるオンライン開催
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新潟県令和3年度の子宮がん検診の初診・再診別、年齢階級別受診者数
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新潟県の子宮頸がん検診の特徴

1.検診受診者数

１)受診者総数が減少している

2)年代では、罹患の多い30歳から50歳代が減少傾向
にある

3)罹患の減少する60歳代が増加し、繰り返し受診者
が多い

2.液状検体法にる検診が主流

97%を越え、HPV検診の導入に容易である



検診内容の概略の確認
1.検診案内:受診勧奨

20歳～29歳 細胞診(２年に１回)

30歳～60歳 HPV検査(５年に１回 節目検診)

61歳～69歳 細胞診(２年に１回) HPV検査経験者は終了

2.二次検診

1)細胞診検診 陽性   → ASC-US:HPV検査

  2)HPV検診  陽性   → トリアージ検査:細胞診

3)コルボ診(確定検診)  →   細胞診ASC-US+HPV陽性

                     HPV検査陽性・細胞診陽性

3.追跡精検 毎年HPV検査陰性となるまで

1)HPV検査陽性・細胞診NILM  

2)確定診断が異常なし



今後の検診で危惧と対応
1.検診案内:年代で検診方法と受診間隔が異なる

20歳～29歳 細胞診(２年に１回)

30歳～60.歳 HPV検査(５年に１回 節目検診)

６1歳～65歳 細胞診を避け、HPV検査を経験し終了
2.追跡精検:これまでになかった方法

HPV検査陽性・細胞診NILM→HPV陰性となるまで毎年続く
節目健診より優先

3.未受診者への対応:節目検診でなくとも受診勧奨
4.受診者減少対策

1)30歳～50歳代 節目検診で減少/コール・リコールで呼びかけ
2)60歳以降 最も多かった年代の減少 

 対策 一度はHPV検診でHPV持続感染者の把握

    新しい課題の克服は、皆さんのご理解と熱意です



県内市町村における健康管理システムの標準準拠システ
ムへのスケジュール（令和６年９月末現在）

県内市町村のうち約7割が令和７年度中の標準準拠シス
テムへの移行を予定している。
ただし、時期は令和7年度秋～冬頃が多い。

71%

3%

26%

令和7年度中

令和8年度中

未定

※詳細は参考資料「健康管理システムの標準準拠システムへの移行状況等」参照。
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新潟県におけるHPV検査単独法導入に向けた検討
スケジュール

R6.
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村
・
健
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関

（厚労省）HPV検査単独法導入に
向けた精度管理支援事業

（説明会）
対象：市町村、検診機関等

希望市町村でのHPV
検査単独法の導入

健（検）ガイドラインを踏まえた診HPV検査単独法導入に向けた検討・準備
健康管理システムの標準準拠システムへの移行

第
２
回
：
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イ
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健診事業合同
打合せ会／
がん検診セミ

ナー等

適宜部会・WG
開催し、市町村・検診機関の
状況を踏まえた課題の検討、
ガイドライン見直し
（検討例）
・標準準拠システムへの移行
を踏まえた検討
・医療機関、検診機関への理
解促進
・県民に向けた普及啓発

7/25開催子宮頸がん検診部会後一部修正
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